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平成 2６年度 郡上市の財務書類〈概要〉 
 

 

 

☆ 新地方公会計制度の目的 

地方公共団体における「資産・債務改革」を推進するため、「新地方公会計制度研

究会」および「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」等におい

て示された財務４表を整備し、資産・債務の実態把握と管理状況の総点検を行う。 

 

☆ 作成モデル 

総務省方式改訂モデル 

 

☆ 作成基準日 

平成２７年３月３１日とします。 

取引対象期間は、平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日とします。 

ただし平成２７年４月１日～５月３１日までの出納整理期間内の取引も含みます。 

  なお、同日時点の市の人口は４４，１５８人で、住民一人当たりの額は各数値をこの

人数で割ったものです。 

 

☆ 財務４表について 

貸借対照表 

市が、住民サービスを提供するためにどれだけの資産を保有しているか、その資産

をどのような財源(負担)で賄ったか、という市の姿を表しています。 

行政コスト計算書 

市が１年間に提供した行政サービス(ごみ収集、福祉サービスなど)に係る経費と、

その対価として受け入れた収入(負担金、使用料など)を対比させたもの。 

純資産変動計算書 

 貸借対照表の純資産の部に計上される数値が、１年間にどのように変動したかを表

しています。この表では、現役以前の世代が負担した部分の１年間の増減がわかりま

す。 

資金収支計算書 

 歳計現金の出入りを、「経常的収支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収支」の

３つの収支に分けて表しています。これによって、どのような活動で資金を得たか、

どのような活動に資金を使用したかがわかります。 
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☆ 財務書類作成対象会計および団体 

対象となる会計および団体は、以下のとおりです。財産区会計は連結の対象外となっ

ています。（⇒市町村に財産を帰属させられない経緯から設けられているため） 

 

 

 

 

 

 

 

１．普通会計財務書類の概要 

（表示単位未満の端数処理等により、合計が合わない場合があります） 

貸借対照表の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎資産合計  １，７４４億円６千万円（３９５万 1千円） 

・公共資産  １，５３４億５千万円（３４７万５千円） 

有形固定資産  １，５３３億円   （３４７万２千円） 

売却可能資産      １億５千万円（    ３千円） 

 

・投資等     １４５億２千万円（３２万９千円） 
投資及び出資金    ３４億６千万円（ ９万９千円） 
貸付金         １億円   （   ２千円） 

基金等       １０７億３千万円（２４万３千円） 

その他         ２億３千万円（△１万５千円） 

 

・流動資産     ６４億９千万円（１４万７千円） 
現金預金       ６４億１千万円（１４万５千円） 

未収金           ８千万円（   ２千円） 

 

◎負債合計    ４５２億円（１０２万４千円） 

・固定負債  ４０１億７千万円（９１万円） 

地方債     ３４０億４千万円（７７万１千円） 
退職手当引当金  ６１億３千万円（１３万９千円） 

 

・流動負債   ５０億３千万円（１１万４千円） 

翌年度償還予定地方債  ４６億３千万円（１０万５千円） 

賞与引当金        ４億円   （   ９千円） 

 

◎純資産合計 １，２９２億６千万円（２９２万７千円） 

  

 

連結財務書類 

 

市の会計 

普通会計 公営事業会計 

一部事務組合／広域連合 

第３セクター等 



- 3 - 

 

行政コスト計算書の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎経常行政コスト合計  ２４６億９千万円（５５万９千円） 

○経費の性質別内訳 

・人にかかるコスト    ４０億円（９万１千円） 

人件費            ３５億４千万円（８万１千円） 
退職手当引当金繰入等        ６千万円（   １千円） 

賞与引当金繰入額        ４億円   （  ９千円） 

 

・物にかかるコスト   １１０億４千万円（２５万円） 
物件費            ３４億６千万円（ ７万８千円） 
維持補修費          １０億２千万円（ ２万３千円） 

減価償却費          ６５億６千万円（１４万９千円） 

 

・移転支出的なコスト   ９１億２千万円（２０万６千円） 
社会保障給付         ３１億円   （７万円  ） 
補助金等           １５億８千万円（３万６千円） 

他会計等への支出額      ３７億円   （８万４千円） 

他団体への公共資産整備補助金等 ７億４千万円（１万６千円） 

 

・その他のコスト      ５億３千万円（ １万２千円） 

 

○経費の行政目的別内訳 

・生活インフラ国土保全 ３８億８千万円（ ８万８千円） 
・教育         ２８億９千万円（ ６万５千円） 
・福祉         ６３億７千万円（１４万４千円） 
・環境衛生       ２７億３千万円（ ６万２千円） 
・産業振興       ４０億１千万円（ ９万１千円） 
・消防         １１億８千万円（ ２万７千円） 
・総務         ２９億３千万円（ ６万６千円） 
・議会          １億７千万円（   ４千円） 
・その他         ５億３千万円（ １万２千円） 

 

◎経常収益合計  ７億４千万円（１万７千円） 

・使用料／手数料      ５億４千万円（１万２千円） 
・分担金／負担金／寄附金  ２億円   （  ５千円） 

 

◎純経常行政コスト合計  ２３９億５千万円（５４万２千円） 
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純資産変動計算書の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎期首純資産残高  １，２９１億８千万円（２９２万５千円） 

 

◎当期中の増減要因 

・純経常行政コスト  （△）２３９億５千万円（△５４万２千円） 
・財源調達         ２５１億６千万円（  ５７万円  ） 
・臨時損益等     (△)  １１億３千万円（ △２万６千円） 

 

◎期末純資産残高  １，２９２億６千万円（２９２万７千円） 

 

 

資金収支計算書の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎期首歳計現金残高    １１億円（２万５千円） 

 

◎当年度歳計現金増減額     1 千万円（  ０千円） 

・経常的収支額      ８３億４千万円（１８万９千円） 

支出合計      １７３億１千万円（３９万２千円） 
収入合計      ２５６億５千万円（５８万１千円） 

 

・公共資産整備収支額  △２０億９千万円（△４万８千円） 

支出合計       ５３億８千万円（１２万２千円） 
収入合計       ３２億９千万円（ ７万４千円） 

 

・投資／財務的収支額  △６２億４千万円（△１４万１千円） 

支出合計       ６６億３千万円（１５万円  ） 
収入合計        ３億９千万円（   ９千円） 

 

 

◎期末歳計現金残高   １１億１千万円（２万５千円） 
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２．指標による財務分析 

社会資本形成の世代間負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
郡上市 

平均的な値 
平成２５年度 平成２６年度 

過去～現世代の負担比率 ８３．０％ ８４．２％ ５０％～９０％ 

将来世代の負担比率 ２６．３％ ２５．２％ １５％～４０％ 

 

資産形成規模の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
郡上市 

平均的な値 
平成２５年度 平成２６年度 

歳入額対資産比率 ５．９１年 ５．７３年 ３．０年～７．０年 

 

 

 

 

 

 

これまでに取得した公共資産に対する純資産または地方債残高の割合を見ること

で、過去から現世代の負担と将来世代の負担割合を知ることができます。 

☆過去～現世代の負担比率 ＝ 純資産合計 ÷ 公共資産合計 

☆将来世代の負担比率 ＝ 地方債残高 ÷ 公共資産合計 

 

 昨年の数値と比較すると、地方債残高の減少によって過去～現世代の負担が増えた

代わりに将来世代の負担が軽減されたと言えます。 

1 年間の歳入総額に対する資産の比率を算定し、形成された資産が何年分の歳入に

あたるかをみることで社会資本整備の進み具合を知ることができ、また施策の重点

のおき方を知ることができます。 

☆歳入額対資産比率 ＝ 資産合計 ÷ 歳入総額 

 

 今年度は建物や道路などの減価償却などにより資産合計が減少しましたが、地方

交付税や国県支出金等の増により歳入総額が増加したため比率は減少しています。 
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有形固定資産の行政目的別割合 

 

 

 

 

 

 

 
資産の老朽化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
郡上市 

平均的な値 
平成２５年度 平成２６年度 

資産老朽化比率 ５４．０％ ５５．５％ ３５％～５０％ 

 

生活インフラ 

国土保全 

41.5% 

教育 

23.5% 

福祉 

2.5% 

環境衛生 

3.9% 

産業振興 

16.6% 

消防 

2.1% 

総務 

9.9% 

有形固定資産を行政目的別に分類することで、分野別の資産保有状況と重点分野を

知ることができます。 

償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の比率を算出することで、資産が耐

用年数に対してどの程度老朽化しているのかを知ることができます。 

☆資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 ÷（有形固定資産合計 － 

土地 ＋ 減価償却累計額） 

 

 昨年の数値と比較すると、昨年度より建設事業費は増となり新たな資産は増加し

ましたが、従来から所有する資産の減価償却累計額が増えたことにより本比率も増

加しており、多くの資産が更新もしくは修繕などの対策の必要に迫られていると考

えられます。 

有形固定資産の目的別割合 
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受益者負担の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
郡上市 

平均的な値 
平成２５年度 平成２６年度 

受益者負担比率 ３．０％ ３．０％ ２％～８％ 

 

資産活用のためのコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
郡上市 

平均的な値 
平成２５年度 平成２６年度 

行政コスト対公共資産比率 １５．４％ １６．１％ １０％～３０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常行政コストに対する経常収益の割合を算定し、受益者の負担がどの程度であ

るかを知ることができます。 

☆受益者負担比率 ＝ 経常収益 ÷ 経常行政コスト 

 

 昨年と比較すると、除雪経費や他団体への公共資産整備補助金等の増などにより

経常コストは増加しましたが、土地改良事業及び林道事業の分担金等の増などによ

り経常収益も増加したため、昨年度と同じ比率となっています。 

公共資産に対する経常行政コストの割合をみることで、資産を活用するためにか

かっているコストを分析することができます。 

☆行政コスト対公共資産比率 ＝ 経常行政コスト ÷ 公共資産 

 

 昨年と比較すると、建物や道路などの資産価値が減価償却により下がったことな

どにより公共資産は減少しましたが、除雪経費や他団体への公共資産整備補助金等

などが増加したことなどにより経常行政コストが増加したため、比率は増加してい

ます。 
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地方債の償還能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
郡上市 

平均的な値 
平成２５年度 平成２６年度 

地方債の償還可能年数 ５．３年 ５．３年 ３年～９年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すでに借り入れている負債を、経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年

で返済できるかを知ることができます。 

☆地方債の償還可能年数 ＝ 地方債残高 ÷ 経常的収支額  

※ 地方債発行額と基金取崩額を除く 

 

昨年と比較すると、除雪経費や災害復旧事業費等の増加に伴い経常的収支額は減

少しましたが、繰上償還や起債の抑制により地方債残高も減少した結果、償還可能

年数は昨年度と同率となりました。 
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３．連結財務書類の概要 

（表示単位未満の端数処理等により、合計が合わない場合があります） 

連結貸借対照表の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎資産合計  ２，５２１億７千万円（５７１万１千円） 

・公共資産  ２，２８５億９千万円（５１７万７千円） 

有形固定資産  ２，２８４億３千万円（５１７万３千円） 
無形固定資産        １千万円（    ０千円） 

売却可能資産      １億５千万円（    ４千円） 

 

・投資等     １２４億６千万円（ ２８万２千円） 
投資及び出資金     ４億４千万円（  １万円  ） 
貸付金         １億円   （    ２千円） 

基金等       １１３億９千万円（ ２５万８千円） 

その他         ５億３千万円（  １万２千円） 

 

・流動資産    １０９億６千万円（ ２４万８千円） 
現金預金      １００億６千万円（ ２２万８千円） 
販売用不動産        ３千万円（    １千円） 

未収金等        ８億７千万円（  １万９千円） 

 

・繰延勘定      １億６千万円（    ４千円） 

 

◎負債合計      ８３３億３千万円（１８８万７千円） 

・固定負債    ７５７億１千万円（１７１万４千円） 

地方債      ６６７億４千万円（１５１万１千円） 
退職手当引当金等  ８９億７千万円（ ２０万３千円） 

 

・流動負債     ７６億２千万円（ １７万３千円） 

翌年度償還予定地方債  ６６億３千万円（１５万円  ） 

短期借入金          ０千万円（   ０千円） 

未払金          ２億９千万円（   ７千円） 

賞与引当金        ５億４千万円（ １万２千円） 

その他          １億６千万円（   ４千円） 

 

◎純資産合計 １，６８８億４千万円（３８２万４千円） 
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行政コスト計算書の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎経常行政コスト合計  ４５９億７千万円（１０４万１千円） 

○経費の性質別内訳 

・人にかかるコスト    ７７億２千万円（１７万５千円） 

人件費            ７０億２千万円（１５万９千円） 
退職手当引当金繰入等      １億６千万円（   ４千円） 

賞与引当金繰入額        ５億４千万円（ １万２千円） 

 

・物にかかるコスト   １６６億９千万円（３７万８千円） 
物件費            ６２億５千万円（１４万２千円） 
維持補修費          １１億７千万円（ ２万６千円） 

減価償却費          ９２億７千万円（２１万円  ） 

 

・移転支出的なコスト  １９４億円（４３万９千円） 
社会保障給付        １５７億２千万円（３５万６千円） 
補助金等           ２９億４千万円（ ６万７千円） 

他団体への公共資産整備補助金等 ７億４千万円（ １万６千円） 

 

・その他のコスト     ２１億６千万円（ ４万９千円） 

 

○経費の行政目的別内訳 

・生活インフラ国土保全 ４５億２千万円（１０万２千円） 
・教育         ２８億８千万円（ ６万５千円） 
・福祉        ２０１億５千万円（４５万６千円） 
・環境衛生       ７３億９千万円（１６万７千円） 
・産業振興       ５５億９千万円（１２万７千円） 
・消防         １１億７千万円（ ２万７千円） 
・総務         ２８億４千万円（  ６万５千円） 
・議会          １億７千万円（    ４千円） 
・その他        １２億６千万円（ ２万８千円） 

 

◎経常収益合計  １５１億円（３４万２千円） 

・使用料／手数料       ５億４千万円（ １万２千円） 
・分担金／負担金／寄附金  ４８億９千万円（１１万１千円） 
・保険料          ２２億７千万円（ ５万２千円） 
・事業収益         ７１億２千万円（１６万１千円） 
・その他           ２億８千万円（   ６千円） 

 

◎純経常行政コスト合計  ３０８億７千万円（６９万９千円） 
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純資産変動計算書の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎期首純資産残高  １，７３４億７千万円（３９２万８千円） 

 

◎当期中の増減要因 

・純経常行政コスト  (△)３０８億７千万円（△６９万９千円） 
・財源調達        ３１６億２千万円（ ７１万６千円） 
・臨時損益等     (△) ５３億８千万円（△１２万１千円） 

 

◎期末純資産残高  １，６８８億４千万円（３８２万４千円） 

 

 

資金収支計算書の概要（カッコ内は住民一人当たりの額） 

 

◎期首歳計現金残高   ９９億４千万円（２２万５千円） 

 

◎当年度歳計現金増減額    １億２千万円（３千円） 

・経常的収支額      ９４億５千万円（２１万４千円） 

支出合計      ３６８億３千万円（ ８３万４千円） 
収入合計      ４６２億８千万円（１０４万８千円） 

 

・公共資産整備収支額  △２１億８千万円（△４万９千円） 

支出合計       ７０億４千万円（ １５万９千円） 
収入合計       ４８億６千万円（ １１万円  ） 

 

・投資／財務的収支額  △７１億５千万円（△１６万２千円） 

支出合計       ７６億６千万円（１７万４千円） 
収入合計        ５億１千万円（ １万２千円） 

 

 

◎期末歳計現金残高   １００億６千万円（２２万８千円） 
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４．普通会計との比較 

連単倍率による比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
連結 

（百万円） 

普通会計 

（百万円） 
連単倍率 

有形固定資産 228,428 153,298 1.49 

 

 

 

 

 

 

 

生活インフラ国土保全 92,021 63,598 1.45 

教育 35,971 35,971 1.00 

福祉 4,170 3,897 1.07 

環境衛生 34,758 5,906 5.89 

産業振興 43,113 25,531 1.69 

消防 3,181 3,181 1.00 

総務 15,214 15,214 1.00 

地方債および長期借入金 66,736 38,676 1.73 

性質別行政コスト 45,969 24,692 1.86 

 

人件費 7,019 3,542 1.98 

退職手当等引当金繰入等 157 56 2.80 

賞与引当金繰入 545 399 1.37 

物件費 6,255 3,459 1.81 

維持補修費 1,165 1,021 1.14 

減価償却費 9,271 6,565 1.41 

社会保障給付 15,720 3,104 5.06 

補助金等 2,945 1,577 1.87 

他会計への支出 0 3,701 0.00 

公共資産整備補助金等 736 736 1.00 

その他（支払利息など） 2,156 532 4.05 

 

 

連結財務書類と普通会計財務書類を比較する方法に、「連単倍率」があります。こ

れにより、普通会計以外で提供しているサービスの分野とその規模を知ることができ

ます。 

☆連単倍率 ＝ 連結財務書類 ÷ 普通会計財務書類 

 

 なお、倍率は通常１以上となりますが、他会計への支出があった場合は相殺するた

め、１を下回る場合があります。 
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社会資本形成の世代間負担割合 

 

 

 

 連結 普通会計 

過去～現世代の負担比率 ７３．９％ ８４．２％ 

将来世代の負担比率 ３２．１％ ２５．２％ 

 

地方債の償還能力 

 

 

 

 連結 普通会計 

地方債の償還可能年数 ８．７年 ５．３年 

 

普通会計で行った世代間負担の割合比較を、連結貸借対照表の値で行うと以下のよ

うになります。 

普通会計で行った地方債の償還能力算定を、連結貸借対照表の値で行うと以下の

ようになります。 


